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日本国政府は、インドネシア共和国政府の要請に基づき、同国の TVRI マカッサル放送局放送設備整備計
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調査団は、インドネシア国政府関係者と協議を行うとともに、計画対象地域における現地調査を実施しま
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経て、ここに本報告書完成の運びとなりました。 

この報告書が、本計画の推進に寄与するとともに、両国の友好親善の一層の発展に役立つことを願うもの

です。 

終わりに、調査にご協力とご支援をいただいた関係各位に対し、心より感謝申し上げます。 

 

平成 15 年 8 月 

国際協力事業団 
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  本計画対象地の状況（1/2） 

  
① TVRI マカッサル放送局 正門 

TVRI マカッサル放送局は、1972 年に設立され、翌 1973 年 5 月

より放送を開始した。現在、南スラウェシ州の 26 県に対し、18 の

中継局（内 1 局は故障中）を介し放送を行っている。 

④ 第 2 スタジオ副調整室 

1972 年の開局当初から使用されているものを含み、各機器

の老朽化は著しい。奥から、6m/m 録音機、オーディオミキサ

ー、ビデオスイッチャー、照明調光装置と並んでいる。 

 

 

 
② 送信タワーおよび通信衛星受信アンテナ 

送信タワーは（写真奥）、局舎内の送信機室から電波を 80m 高

のアンテナから発信する設備である。また、パラパ通信衛星受

信アンテナ（写真手前）は、TVRI ジャカルタ放送局からの番組

を受信し、マカッサル放送局の放送区域に放送するための配信

設備である。 

⑤ ニュース用スタジオ 

天気予報番組用セットとそのカメラ装置の様子。当室内の反

対側にはニュース番組用セットが対称的に設置されている。

カメラは経年劣化に伴う故障が多く、番組制作に支障をきた

している。 

 

 

 
③ 番組制作第 2 スタジオ 

TVRI マカッサル放送局には番組制作スタジオが 2 つあり、第 1

スタジオ（80m2）は現在使われておらず、使用可能なスタジオ

は、当該第 2 スタジオ（180m2）と PC 室に併設されているニュー

ススタジオ（36m2）のみである。 

⑥ 主調整室 

テレビ局の心臓部にあたる役割をもつべき設備であるが、実

際はその大半の機器が故障し、本来の機能が失われてい

る。 

 



本計画対象地の状況（2/2） 

 

 

 
⑦ PC 室 

運用開始当初は、ジャカルタ発の衛星配信全国ネット番組と自

主番組等の切り替え・監視を行っていたが、機器の老朽化に伴

い、現在はニューススタジオの副調整室として運用形態を変更

して使用されている。 

⑩ 既設非常用発電設備 

写真は、市内電源が停電の際に使用される非常用発電設備

（1983 年ドイツ製、500kVA）であるが、同発電機が起動から

安定運転に入るまでの間（約 10 分）は番組放送が中断され

る状況にある。 

 

 

 
⑧ 既設 OB バン 

1993 年に取得した日本製の車輌。中継車としての機能の他に、

TVRI マカッサル放送局は、現在使用されていない第 1 スタジオ

を運用再開すべく、同 OB バンを第 1 スタジオ用副調整室として

も使用する予定である。 

⑪ 周辺住民の視聴状況 

TVRI マカッサル放送局の放送を受信するマリノ市付近の視

聴者の状況。TVRI マカッサル放送局では、通常、朝の 5 時

から深夜の24時まで番組を放送しているが、一日の放送のう

ち、TVRI マカッサル放送局からの番組は夕方 16 時から 22

時の6時間で、これ以外については、TVRIジャカルタ本局か

らの全国ネットである。 

 

 

 
⑨ 既設空調設備 

局舎内に設置されたセントラル型空調機 4 台のうち 1 台は故障

し、残りの空調機も冷却器の老朽化に伴う出力低下により、局

内の各部屋に十分な空調ができない状況である。 

⑫ マカッサル市内の様子 

南スラウェシ州の中心地マカッサル市は、東インドネシア地

区産業の拠点である。同市では、海外大手電気メーカー、空

調機メーカー等の製品の販売からアフターサービスまでを扱

う代理店が多くある。 
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要  約 

 インドネシア国（以下「イ」国と称す）は、人口約 2 億人、15,000 余りの島々からなる島嶼国である。民

族数約 300、使用言語数約 250 を数える多様な社会的、文化的背景を持つ国家である。 

「イ」国政府は、多民族、多文化社会である「イ」国の社会・経済的発展において最も重要なことは、国

民間の円滑な意志疎通を図り、民族間の社会的・文化的背景・独自性を尊重しつつ民族融和を促進し、もっ

て国民の団結を維持することを目指している。 

 民族融和・団結の維持を図るうえで「情報の共有」は重要な要素であり、一度に多量の情報を発信できる

テレビやラジオ等のマスメディアは必要不可欠である。尚更広大な国土に多数の国民が分散して住んでいる

「イ」国においては特に有効である。 

多様な国民を一つにまとめ、民主的な社会経済システムの構築を目指す「イ」国政府は、かかる認識に基

づき、マスメディアの健全な発展を国家的な目標の 1 つとしている。国家開発計画（PROPENAS 2000-2004）

において、情報・通信メディアの環境整備にかかる指針をまとめ、報道の自由の確保、報道倫理の確立、情

報の機会均等などに必要な政策を積極的に推進している。 

さらに国民のマスメディアに求める役割も変化し、技術・ノウハウを駆使し、広く国民に受け入れられる

番組を制作することに加え、日々変化する国内および世界の様々な情報を、早く正確に国民に伝えることも

求められている。 

「イ」国マスメディア全体が大きく変りつつある中、インドネシア国有テレビ会社（TVRI）は 2002 年 11

月に成立した新放送法において、同国唯一の国有テレビ放送機関として、全国ネットの放送を行う義務が課

せられている。一方、同国が推進する経済財政構造改革による国有企業（PT）化政策に伴い 2003 年 4 月 15

日付けで、TVRI は｢公社（Perjan）｣から｢国有会社（Persero）｣にステータスが変った。これまでも TVRI の

経営は中央政府からの補助金削減の方向にあったため､経営的に厳しいものがあったが、これによって益々

TVRI の自助努力による運営資金の確保と経営の合理化が求められている。 

一方、「イ」国政府は第６次 5 カ年計画（1994-1998 年）以降、ジャワ島との地域経済格差が大きく遅れて

いるカリマンタン島から東側の「イ」国東部地域を開発重点地域に設定し、地域間貧困格差の是正に取組ん

でいる。TVRI マカッサル放送局は東部地域の中心地域であるスラウェシ島南部のマカッサル市にある。マカ

ッサル市は南スラウェシ州の州都であり、同国東部地域の産業・経済の中心地区であるが､当該地域にはテレ

ビ番組を制作報道する機関は TVRI マカッサル放送局しか存在していないため、同局は東部地域の文化・伝統

やイベントを番組にまとめ、当該地域および全国に発信する重要な役割を担っている。 

しかしながら、TVRI マカッサル放送局は全国で 3 番目に開局（1974 年）した地方局で、わが国の援助（有

償資金協力）により多くの機材、施設を整備してきたものの、機材の老朽化・故障等により取材活動、番組

制作に支障がでている。例えば、これまで放送してきた朝番組（5:00-7:00）は 2001 年より放送中止を余儀

なくされている。 

「イ」国政府は、現有の老朽化した機材のみで十分な番組制作を行うことは困難であると判断し、放送機

材の更新に必要な無償資金協力をわが国に要請した。 
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「イ」国からの要請を受け、日本国政府は基本設計調査の実施を決定し、国際協力事業団は平成 15 年 3 月

30 日から 5月 4 日まで基本設計調査団を現地に派遣した。調査団は、現地にて「イ」国政府・TVRI 関係者と

要請内容について協議し、プロジェクトサイトの実地調査、関連資料収集等を行った。 

調査団は、要請内容を踏まえつつ、TVRI マカッサル放送局の機材運用・維持管理能力、最適機材配置計画

等の様々な観点から、最適な機材内容、規模・数量を検討し、基本設計案を作成した。これを基に同事業団

は、平成 15 年 7 月 6 日から 19 日まで基本設計概要説明調査団を「イ」国に派遣し、基本設計案の説明およ

び協議を行った。 

本計画では、現在放送している夕方の地域向け番組の継続と中断している朝番組の再開を目標とし、放送

局として最低限必要となるスタジオでの番組制作に係る放送機材の更新に加え、局外でのニュース番組取材

に必要な最低限の機材を対象とする。最終的に提案された基本設計の概要は以下のとおり（各一式）。 

• 第 2 スタジオ用機材 

• コンティニュイティー（PC）室用機材 

• 編集室用機材 

• ニュース番組制作用機材 

• FPU（局外中継装置） 

• 測定器・工具等 

なお、本プロジェクトの実施により、TVRI マカッサル放送局の既設のアナログ機材がデジタル機材へ更新

されるため、マカッサル放送局職員だけで新規調達される機材の機能を十分発揮して質の良い番組を制作し、

安定した放送を継続させることができるような技術支援が必要である。このためソフト・コンポーネントを

導入し日本人専門家による技術指導（①デジタルネットワークシステム指導：1 名、30 日間、②番組制作指

導：2 名、各 45 日間）を行う。 

本プロジェクトが日本の無償資金協力で実施された場合、工期は E/N 締結後約 15 ヶ月であり、概算事業費

は約 4.75 億円（日本側負担約 4.59 億円、「イ」国側約 16 百万円）と見込まれる。 

本プロジェクト実施により、老朽化していた TVRI マカッサル放送局のアナログ機材が、最新のデジタル機

材に更新されることで、自主制作番組の内容が大幅に改善され、放送時間数が増大する。その結果、マカッ

サル放送局の地方番組視聴者数が増加し、「イ」国東部地域の住民教育や文化交流に貢献できる。また、本プ

ロジェクトは、国民に「情報を正確・公平に伝達する」という「イ」国国家計画に資するプロジェクトでも

ある。 

放送施設の維持管理においても、TVRI マカッサル放送局は過去に調達したアナログ機材の運用・維持管理

を適切に実施していることが確認されており技術的問題はない。また、維持管理予算についても確保される

見込みである。 

プロジェクト効果、先方の組織能力等を総合的に検討した結果、本プロジェクトをわが国無償資金協力と

して実施する意義はあると考える。 
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